
参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

児童福祉法の一部改正に伴い、児童相談所の業務に係る規定を整備するため、

この条例を制定するものである。 

議案第１２２号 

 

川崎市小児医療費助成条例の一部を改正する条例の制定について 

 

川崎市小児医療費助成条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

平成２８年 ９ 月 ５ 日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦 

 

川崎市小児医療費助成条例の一部を改正する条例 

川崎市小児医療費助成条例（平成７年川崎市条例第２４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２条第３項中「幼児等」を「幼児」に、「満９歳」を「満６歳」に改め、

同条中第６項を第７項とし、第５項を第６項とし、同条第４項中「乳児及び幼

児等」を「乳児、幼児及び児童」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項

の次に次の１項を加える。 

４ この条例において「児童」とは、満６歳に達する日以後の最初の３月３１

日の翌日から満１２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの者をいう。 

第４条第１項第１号中「幼児等」を「幼児及び児童」に改める。 

第６条中「市長は」の次に「、次項の場合を除き」を、「額を除く。」の次

に「次項において同じ。」を、「控除した額」の次に「（次項において「控除

後の額」という。）」を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 市長は、満９歳に達する日以後の最初の３月３１日の翌日から満１２歳に

達する日以後の最初の３月３１日までの者（基準日から翌年の８月３１日ま

での間に受けた医療について、その者の保護者が当該基準日の属する年度分



議案第１２３号 

 

川崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

 

川崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条

例を次のとおり制定する。 

 

平成２８年 ９ 月 ５ 日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦 

 

川崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正す

る条例 

川崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年川崎市

条例第５６号）の一部を次のように改正する。 

 第２９条第２項、第５８条第２項、第８８条第４項、第９４条第２項及び第

１０３条第２項中「第１３条第２項各号」を「第１３条第３項各号」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税所得割が

課されていない者（同法第３２３条の規定により当該市町村民税所得割を免

除された者その他規則で定める者を含むものとし、当該市町村民税所得割の

賦課期日において同法の施行地に住所を有しない者を除く。）である者を除

く。）の疾病又は負傷について、国民健康保険法又は保険各法の規定により

医療に関する給付（入院又は薬剤の支給に係るものを除く。）が行われた場

合における医療費のうち、控除後の額から１回の診療又は手当につき５００

円（控除後の額が５００円に満たない場合には、当該控除後の額）を控除し

た額を助成する。 

第７条第１項中「手当て」を「手当」に改め、同条第４項を削る。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の条例の規定は、この条例の施行の日以後に受けた医療に係る医療

費の助成について適用し、同日前に受けた医療に係る医療費の助成について

は、なお従前の例による。 

 

参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

通院医療費の助成対象となる年齢を引き上げるとともに、引上げに係る助成

対象者について一定の自己負担額を超えた額を助成することとすること等のた

め、この条例を制定するものである。 


